
59原材料費

実施方法

事業番号 0019

作成責任者

総務課長　名執雅子

■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分
一般会計

東日本大震災復興特別会計
政策・施策名

受刑者就労支援体制等の充実 担当部局庁 法務省矯正局

事業開始・
終了(予定）年度

－ 担当課室 総務課

事業名

矯正処遇の適正な実施
Ⅱ-5-(1)矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備
Ⅱ-5-(2)矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律等
関係する計画、

通知等
犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008
再犯防止に向けた総合対策

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　刑務所，少年刑務所及び少年院を出所・出院した者が社会において安定した社会生活を送ることができず，再び犯罪を犯し，刑務所など
の矯正施設へ戻ってきてしまうという現状を踏まえ，出所後に安定した生活基盤を築けるよう収容中の段階から就労支援体制を充実させ，
再犯・再非行防止につなげることを目的としている。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　再入者に占める無職者の割合は年々増加しており，出所後の社会生活において安定した生活基盤を築くことが再犯防止に極めて重要で
あることから，被収容者に対して，就職に必要となる知識や技術，資格を付与するために各施設において職業訓練を実施するとともに，出所
後の生活に不安を抱く被収容者に対し，就労支援スタッフが公共職業安定所から必要な求人情報を適時に入手しつつ，具体的な求職活動
の指導を行っている。
　本事業には，復興特会事業としては平成２４年度限りで廃止し，平成２５年度以降は一般会計で実施している事業（平成２４年度復興特会
事業名　受刑者就労支援体制等の充実　事業番号　００３８－２）が含まれている。

24年度 25年度

28 0
0

23年度

予算額・
執行額

（単位:百万円）
※上段は一般会計，
下段は復興特会分

22年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算
551 568 660

1
585

補正予算
0

繰越し等
0 0 0

0
0

執行額
509 568 651

1

551 596 660
1

585

執行率（％）
92.4％ 95.3％ 98.6％

100.0％

22年度 23年度

％ 95.3% 118.5%達成度

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（25年度）

　出所後，就労生活を維持し，安定した生活基盤を築き再犯
を防止するため実施している職業訓練の受講者数を前年度
に比べ増加させる。
　平成25年度については，収容人員の減少も鑑み，対平成23
年度増とする。

成果実績 人 2,616 3,101 3,248 -

104.7%

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

　受刑者に対するキャリアコンサルティング，公共職業安
定所や雇用主との連絡調整，職業訓練等の就労支援を
実施している。

活動実績

（当初見込
み）

施設

60施設

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠
　職業訓練は，就職に必要となる知識や技能の習得，資格の取得等を目
的として実施しているものであることから，受講者数のみをもってコスト分
析することはできない。

-

60施設 (60施設) (60施設) (72施設)

60施設 60施設

庁費 1

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

11

諸謝金 96

矯正管理業務庁費

作業業務旅費 1

収容諸費 212

作業諸費 205

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （法務省）

計 585

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳



事
業
の
効
率
性

事業番号

○

○

評価に関する説明

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　受刑者等が出所後の就職に必要な資格取得者の増加
を図り，着実に合格者数を伸ばしている。

0038-1,2

　受刑者等の就労支援に繋がる就労支援スタッフの雇用
や職業訓練の実施に必要な機器等の整備に必要な経費
の支出である。

重
複
排
除

○

○
　受刑者等の就労支援であり，その実施主体は国にあ
り，出所者等の再犯防止に繋がる就労支援は広く国民
の利益となる。

-

○

○

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

所管府省・部局名

　受刑者の再犯防止には，出所後，安定した就労生活を維持することが必要である。
　就労支援スタッフによるキャリアコンサルティング，公共職業安定所・協力雇用主等との連絡調整などの支援については，平成２２年度に，実施状況や
就労支援対象者のニーズを踏まえ，就労支援スタッフによる指導回数や配置施設の拡大を図った。
　職業訓練については，出所後の就労に役立つ職業的知識・技能の習得，免許・資格を取得させるため，一般社会における雇用ニーズの高い職業訓練
を実施しているところであり，平成２４年度は，農業園芸科及び小型建設機械科を拡大等し，６２庁において，計画人員４，７８９人で職業訓練を実施して
いる。
　今後，再犯防止に向けた総合対策の取組状況や支援ニーズに基づいた受刑者就労支援体制を適正に実施することとする。

類似事業名

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

平成24年平成23年

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

備考

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

平成22年 0038 0035

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

　「予算額・執行額」，「成果目標及び成果実績」，「活動指標及び活動実績」，「資金の流れ」，「費目・使途」，「支出先上位１０者リスト」欄については，平成２４
年度限りで廃止された復興特会事業の執行実績を含む。

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

-

-単位当たりコストの水準は妥当か。

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

事業所管部局による点検



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

Ｂ．矯正施設（60庁）

340百万円

【本省からの予算配分】

職業訓練の実施に必要な指導者
への謝金及び主要機械の購入等

Ａ．矯正施設（60庁）

312百万円

【本省からの予算配分】

受刑者の求職活動を支援するた
めのスタッフの確保，社会的ス
キルの指導等の実施

法務省

652百万円

受刑者の再犯防止のための就労意欲
の喚起，求職活動の指導，職業訓練
の実施に必要な予算の地方配分

Ｃ．セコム株式会社
ほか

275百万円

【一般競争契約】
【公募・随意契約】

ＧＰＳ位置監視シス
テム・就労支援ス
タッフの配置等

Ｄ．個人

37百万円

【諸謝金の支給】

ビジネスマナー，Ｓ
ＳＴ指導のための講
師の招へい

Ｇ．国際エステティッ
ク事業共同組合ほか

54百万円

【諸謝金の支給】

職業訓練の実施に必
要な指導者への謝金

Ｅ．株式会社
トモヤほか
227百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

職業訓練の実施に必
要な主要機械等の購
入

Ｆ．株式会社
タチバナほか
59百万円

職業訓練の実施に必
要な原材料の購入

【一般競争契約】
【随意契約】

Ｈ．職員等

0百万円

【旅費の支給】

就労支援体制検討会
開催等のための旅費

Ｂ．矯正施設（60庁）

340百万円

【本省からの予算配分】

職業訓練の実施に必要な指導者
への謝金及び主要機械の購入等

Ａ．矯正施設（60庁）

312百万円

【本省からの予算配分】

受刑者の求職活動を支援するた
めのスタッフの確保，社会的ス
キルの指導等の実施

法務省

652百万円

受刑者の再犯防止のための就労意欲
の喚起，求職活動の指導，職業訓練
の実施に必要な予算の地方配分

Ｂ．矯正施設（60庁）

340百万円

【本省からの予算配分】

職業訓練の実施に必要な指導者
への謝金及び主要機械の購入等

Ａ．矯正施設（60庁）

312百万円

【本省からの予算配分】

受刑者の求職活動を支援するた
めのスタッフの確保，社会的ス
キルの指導等の実施

法務省

652百万円

受刑者の再犯防止のための就労意欲
の喚起，求職活動の指導，職業訓練
の実施に必要な予算の地方配分

Ｂ．矯正施設（60庁）

340百万円

【本省からの予算配分】

職業訓練の実施に必要な指導者
への謝金及び主要機械の購入等

Ａ．矯正施設（60庁）

312百万円

【本省からの予算配分】

受刑者の求職活動を支援するた
めのスタッフの確保，社会的ス
キルの指導等の実施

法務省

652百万円

受刑者の再犯防止のための就労意欲
の喚起，求職活動の指導，職業訓練
の実施に必要な予算の地方配分

Ｂ．矯正施設（60庁）

340百万円

【本省からの予算配分】

職業訓練の実施に必要な指導者
への謝金及び主要機械の購入等

Ｂ．矯正施設（60庁）

340百万円

【本省からの予算配分】

職業訓練の実施に必要な指導者
への謝金及び主要機械の購入等

Ａ．矯正施設（60庁）

312百万円

【本省からの予算配分】

受刑者の求職活動を支援するた
めのスタッフの確保，社会的ス
キルの指導等の実施

Ａ．矯正施設（60庁）

312百万円

【本省からの予算配分】

受刑者の求職活動を支援するた
めのスタッフの確保，社会的ス
キルの指導等の実施

法務省

652百万円

受刑者の再犯防止のための就労意欲
の喚起，求職活動の指導，職業訓練
の実施に必要な予算の地方配分

法務省

652百万円

受刑者の再犯防止のための就労意欲
の喚起，求職活動の指導，職業訓練
の実施に必要な予算の地方配分

Ｃ．セコム株式会社
ほか

275百万円

【一般競争契約】
【公募・随意契約】

ＧＰＳ位置監視シス
テム・就労支援ス
タッフの配置等

Ｄ．個人

37百万円

【諸謝金の支給】

ビジネスマナー，Ｓ
ＳＴ指導のための講
師の招へい

Ｃ．セコム株式会社
ほか

275百万円

【一般競争契約】
【公募・随意契約】

ＧＰＳ位置監視シス
テム・就労支援ス
タッフの配置等

Ｃ．セコム株式会社
ほか

275百万円

【一般競争契約】
【公募・随意契約】

ＧＰＳ位置監視シス
テム・就労支援ス
タッフの配置等

Ｄ．個人

37百万円

【諸謝金の支給】

ビジネスマナー，Ｓ
ＳＴ指導のための講
師の招へい

Ｄ．個人

37百万円

【諸謝金の支給】

ビジネスマナー，Ｓ
ＳＴ指導のための講
師の招へい

Ｇ．国際エステティッ
ク事業共同組合ほか

54百万円

【諸謝金の支給】

職業訓練の実施に必
要な指導者への謝金

Ｅ．株式会社
トモヤほか
227百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

職業訓練の実施に必
要な主要機械等の購
入

Ｅ．株式会社
トモヤほか
227百万円

【一般競争契約】
【随意契約】

職業訓練の実施に必
要な主要機械等の購
入

Ｆ．株式会社
タチバナほか
59百万円

職業訓練の実施に必
要な原材料の購入

【一般競争契約】
【随意契約】

Ｆ．株式会社
タチバナほか
59百万円

職業訓練の実施に必
要な原材料の購入

【一般競争契約】
【随意契約】

Ｈ．職員等

0百万円

【旅費の支給】

就労支援体制検討会
開催等のための旅費



A. E.株式会社トモヤ

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

- 各会計機関への予算配布 312 物品購入 職業訓練用機械・機器の購入 7

7計 312 計

職業訓練用原材料の購入 3

B. F.株式会社タチバナ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

- 各会計機関への予算配布 340 物品購入

3計 340 計

職業訓練指導謝金 1

C.セコム株式会社 G.国際エステティック事業共同組合

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品購入 ＧＰＳ位置管理システムの購入 45 その他

1計 45 計

D.個人 H.個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0計 0 計



支出先上位１０者リスト
Ｃ.

Ｄ.

Ｅ.

Ｆ.

随意契約 -

随意契約 -10 有限会社上田商店
（少額随契） 職業訓練用資材の購入 1

9 株式会社鹿野材木店
（少額随契） 職業訓練用資材の購入 1

随意契約 -

7 株式会社キノシタ
（少額随契）

8 電気工事工業組合
（少額随契） 職業訓練用資材の購入 1

職業訓練用資材の購入 2

随意契約 -

随意契約 -

随意契約 -

6 株式会社トヨネクト
（少額随契） 職業訓練用資材の購入 2

5 中沢トータリア株式会社
（少額随契） 職業訓練用資材の購入 2

随意契約 -

3 株式会社トーコー
（少額随契）

4 日東物産株式会社
（少額随契） 職業訓練用資材の購入 2

職業訓練用資材の購入 2

随意契約 -

随意契約 -

随意契約 -

2 イズミ産業株式会社
（少額随契） 職業訓練用資材の購入 2

1 株式会社タチバナ
（少額随契） 職業訓練用資材の購入 3

入札者数 落札率

10 株式会社中島建機
（一般競争入札）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

職業訓練用機械・機器の購入 2

7 82.4

2 88.7

3 83.8

9 株式会社エドビ
（一般競争入札） 職業訓練用機械・機器の購入 2

8 株式会社クボタ建機ジャパン
（一般競争入札） 職業訓練用機械・機器の購入 3

2 78.7

6 江藤酸素株式会社
（一般競争入札）

7 協和機工株式会社
（一般競争入札） 職業訓練用機械・機器の購入 3

職業訓練用機械・機器の購入 3

2 99.8

3 95.7

6 95.8

5 株式会社豊商会
（一般競争入札） 職業訓練用機械・機器の購入 4

4 巴産業株式会社
（一般競争入札） 職業訓練用機械・機器の購入 4

3 93.5

2 有限会社半田造船鉄工所
（一般競争入札）

3 山形小松フォークリフト株式会社
（一般競争入札） 職業訓練用機械・機器の購入 5

船舶定期整備 6

入札者数 落札率

3 84.5

2 98.0

1 株式会社トモヤ
（一般競争入札） 職業訓練用機械・機器の購入 7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

0.1 -

0.1

-

-

0.1

0.1

0.1 - -

- -

-8 個人Ｈ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0.1

-

10 個人Ｊ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0.1 -

9 個人Ｉ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0.1

7 個人Ｇ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金

ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0.1

6 個人Ｆ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金

個人Ｃ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金

ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金

4 個人Ｄ ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金 0.1

5 個人Ｅ

3

1 個人Ａ

2 個人Ｂ

支　出　先

ビジネスマナー，ＳＳＴ指導謝金

-

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

-

入札者数

入札者数 落札率

1 セコム株式会社
（一般競争入札）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

ＧＰＳ位置監視システムの購入 45

公募 -

公募 -

2 72.5

2 個人Ａ 受刑者に対する就労支援活動等 3

3 個人Ｂ 受刑者に対する就労支援活動等 3

公募 -

5 個人Ｄ

4 個人Ｃ 受刑者に対する就労支援活動等 3

受刑者に対する就労支援活動等 3

公募 -

公募 -

公募 -

6 個人Ｅ 受刑者に対する就労支援活動等 3

7 個人Ｆ 受刑者に対する就労支援活動等 3

3 公募 -

8 個人Ｇ 受刑者に対する就労支援活動等 3 公募 -

9 個人Ｈ 受刑者に対する就労支援活動等

10

-

3 公募 -

-

-

-

-

-

-

落札率

-

個人Ｉ 受刑者に対する就労支援活動等



Ｇ.

H.

- -

9 個人Ｉ

10 個人Ｊ 就労支援体制検討会出席旅費 0.1

就労支援体制検討会出席旅費 0.1

- -

- -

- -

8 個人Ｈ 就労支援体制検討会出席旅費 0.1

7 個人Ｇ 就労支援体制検討会出席旅費 0.1

- -

5 個人Ｅ

6 個人Ｆ 就労支援体制検討会出席旅費 0.1

就労支援体制検討会出席旅費 0.1

- -

- -

- -

4 個人Ｄ 就労支援体制検討会出席旅費 0.1

3 個人Ｃ 就労支援体制検討会出席旅費 0.1

- -

1 個人Ａ

2 個人Ｂ 就労支援体制検討会出席旅費 0.1

就労支援体制検討会出席旅費 0.1

- -

入札者数 落札率

- -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

10 個人 職業訓練指導謝金 1

- -

8 個人

9 個人 職業訓練指導謝金 1

職業訓練指導謝金 1

- -

- -

- -

7 個人 職業訓練指導謝金 1

6 福井シルバー人材センター 職業訓練指導謝金 1

- -

4 個人

5 個人 職業訓練指導謝金 1

職業訓練指導謝金 1

- -

- -

- -

3 個人 職業訓練指導謝金 1

2 個人 職業訓練指導謝金 1

- -

支　出　先

1 国際エステティック事業共同組合 職業訓練指導謝金 1

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （法務省）

計

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

-

- (2施設) (2施設) （　　-　　）

2施設 2施設

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠
　職業訓練は，就職に必要となる知識や技能の習得，資格の取得等を目
的として実施しているものであることから，資格取得者のみをもってコスト
分析することはできない。

　出所後の就労に結びつくよう，小型建設機械科職業訓
練を通じて，職業的知識・技術を付与している。

活動実績

（当初見込
み）

施設

-

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（25年度）

　出所後，就労生活を維持し，安定した生活基盤を築き再犯
を防止するため実施している職業訓練等の受講者の増加を
図る。

成果実績 人 - - - -

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

執行率（％） - 60.7% 100.0%

執行額 - 17 1

- 28 1 -

繰越し等 - 0 0 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）
※上段は一般会計，
下段は復興特会分

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 - 0 1 -

22年度 23年度

計

補正予算 -

24年度 25年度

28 0 -

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

  被災地の復興需要に応え，また，受刑者の出所後の就労を促進することで再犯防止が図れるよう，矯正施設において，小型建設機械科職
業訓練を拡大して実施する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　月形刑務所及び川越少年刑務所の２施設において，小型建設機械科職業訓練を実施し，出所後の就労に有益となる職業的知識や技能を
付与させる。
  本事業は復興特会事業としては平成２４年度限りで廃止した事業であるが，平成２５年度以降は一般会計で実施している事業である（一般
会計事業名　受刑者就労支援体制等の充実　事業番号 ００１９）。

矯正処遇の適正な実施
Ⅱ-5-(1)矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備
Ⅱ-5-(2)矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律等

関係する計画、
通知等

犯罪に強い社会の実現のための行動計画2008
再犯防止に向けた総合対策

受刑者就労支援体制等の充実【復興】 担当部局庁 法務省矯正局

事業開始・
終了(予定）年度

－ 担当課室 総務課

事業名

実施方法

事業番号 0020

作成責任者

総務課長　名執雅子

■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分
一般会計

東日本大震災復興特別会計
政策・施策名



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

事業所管部局による点検

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

-

-単位当たりコストの水準は妥当か。

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

0038 0035平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

備考

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

平成24年平成23年

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

所管府省・部局名

　受刑者の再犯防止には，出所後，安定した就労生活を維持することが必要である。
　職業訓練については，出所後の就労に役立つ職業的知識・技能の習得，免許・資格を取得させるため，一般社会における雇用ニーズの高い職業訓練
を実施しているところであり，平成２３年度補正予算第３号により，小型建設機械科職業訓練を月形刑務所，川越少年刑務所の２庁に開設した。
　今後は，一般会計に整理し，他の職業訓練とともに，引き続き有用かつ効果的な職業訓練を実施する。
　なお，本事業は，復興推進会議において国会の議論等を踏まえ，所要の見直しを行うこととされたことから，平成２５年度以降は，一般会計予算で実施
することとした。

類似事業名

　被災地における建設需要に応えるために拡大した小型
建設機械科職業訓練の実施に必要な機器等を整備して
いる。

重
複
排
除

○

○ 　刑務所受刑中に就労に有益な資格を取得させ，被災地
における土木建築の高い労働需要に応えるもの。

-

○

○

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

0038-2

○

○

評価に関する説明

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　当該職業訓練により，２２名の受刑者が小型車両系建
設機械運転特別教育の資格を取得した。

事
業
の
効
率
性

事業番号



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

Ａ．矯正施設（2庁）

1百万円

【本省からの予算配分】

小型建設機械科職業訓練の実施

法務省

1百万円

小型建設機械科職業訓練の実施に必
要な予算の地方配分

Ｂ．株式会社日立建
機教習センタほか

1百万円

【随意契約】

資格取得のための教
育受講料

Ａ．矯正施設（2庁）

1百万円

【本省からの予算配分】

小型建設機械科職業訓練の実施

法務省

1百万円

小型建設機械科職業訓練の実施に必
要な予算の地方配分

Ｂ．株式会社日立建
機教習センタほか

1百万円

【随意契約】

資格取得のための教
育受講料



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B.株式会社日立建機教習センタ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

金　額
(百万円）

- 各会計機関への予算配布 1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

A. E.



支出先上位１０者リスト
Ｂ.

9

10

8

7

6

5

4

3

- -

2 キャタピラ－教習所株式会社
（少額随契） 小型車両系建設機械特別教育受講料 0.2 - -

入札者数 落札率

1 株式会社日立建機教習センタ
（少額随契）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

小型車両系建設機械特別教育受講料 0.2



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （法務省）

計 4,407

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

看守等被服費 521

委員等旅費 26

矯正管理業務庁費 3,584

123

赴任旅費 132

職員旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 20

-

１８９施設 （１８９施設） （１８９施設） （１８９施設）

１８９施設 １８９施設

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　７，９８２（円／人） 算出根拠 　平成２４年度実績額２，７０６千円/平成２４年度参加人数３３９人

　矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制を維持する
ため，職員の職務能力向上研修，各種警備機器等を整
備している。

活動実績

（当初見込
み）

施設

１８９施設

98.8

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（25年度）

　管区機動警備隊員執務執行能力の向上を図るため，
管区機動警備隊集合訓練参加者数を増加させる。

成果実績 人 323 329 339 343

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 98.2 100.0

執行率（％）
98.8％ 98.0％ 95.7％

0％

執行額
4,236 4,122 5,994

0

4,287 4,206 6,262
0

6,355

0

繰越し等
△1 △1,050 △897

0
1,948

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算
4,288 4,162 4,746

2
4,407

補正予算
予算額・
執行額

（単位:百万円）
※上段は一般会計，
下段は復興特会分

24年度 25年度

1,094 2,413
△2

22年度 23年度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　刑務所，少年刑務所，拘置所，少年院，少年鑑別所及び婦人補導院においては，施設の適正な維持管理を行い，被収容者の身柄の確保
と規律秩序の維持を図る必要があることから，警備機器等の整備や職員の職務遂行能力向上を図ることを目的としている。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　刑務所，少年刑務所，拘置所，少年院，少年鑑別所及び婦人補導院は，被収容者の身柄を確保し，施設内の規律・秩序を維持しながら，
再犯防止に向けた矯正処遇を実施するという一般行政官庁とは異なる官署であり，これらの矯正施設を維持・管理していく上で必要な①監
視カメラ等の保安警備機器類の整備，②被収容者を処遇する上で必要な技術及び知識を付与するための職員研修等の実施，③矯正行政
の業務効率化を図るために必要な機器等の整備などにより，再犯防止に向けた矯正処遇を実施するための基盤を整備する。

矯正処遇の適正な実施
Ⅱ-5-(1)矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律等
関係する計画、

通知等

矯正施設の保安及び処遇体制の整備 担当部局庁 法務省矯正局

事業開始・
終了(予定）年度

- 担当課室 総務課

事業名

実施方法

事業番号 0021

作成責任者

総務課長　名執雅子

■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分
一般会計

東日本大震災復興特別会計
政策・施策名

1調査活動費



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

事業所管部局による点検

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

-

○単位当たりコストの水準は妥当か。

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

0040 0037平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

備考

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

平成24年平成23年

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

所管府省・部局名

　被収容者の身柄の確保と規律秩序の維持を図るため，各種警備機器の整備，職務能力向上を目的とする研修，矯正業務の効率化のためのパソコン
等整備などを計画的に実施しており，警備機器の一括調達の実施等予算の効率的な執行に努めている。
　また，矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制を維持するため，管区機動警備隊集合訓練の実施は必要不可欠であり，毎年実施しているところ，各
年とも目標人数の90パーセント以上の隊員が参加しており，目標は達成できている。

類似事業名

　矯正施設の警備体制の強化等のため，職員の制服・
警備機器等の調達，職員研修実施の旅費支給等の経費
として支出されている。

重
複
排
除

○

○
　我が国の治安の最後の砦として，施設の適正な維持管
理を行い，被収容者の身柄の確保と規律秩序の維持を
図る必要がある。

-

○

○

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

0040-1

○

○

評価に関する説明

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　矯正施設で，適正な維持管理を行い，被収容者の身柄
の確保と規律秩序の維持を図るための警備機器等の整
備や職員の職務遂行能力向上を図るための訓練等が実
施されている。

事
業
の
効
率
性

事業番号



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

法務省

5,994百万円

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入等及び予算の地方配分

Ｂ．日立キャピタル株式会社ほか

1,262百万円

矯正施設の警備体制の強化，刑務官等
の制服の縫製に必要な生地等の購入

【一般競争契約・随意契約】

Ａ．矯正施設（189庁）

4,731百万円

【本省からの予算配分】

矯正施設の警備体制の強化，矯正
処遇の実施に必要な備品等の購入

Ｆ．職員

226百万円

【旅費の支給】

保安警備体制の強化，職
員の職務能力向上のため
の旅費

Ｄ．富士通株式会社

ほか 4,491百万円

【一般競争契約・随意契約】

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入

Ｅ．講師，通訳人等

14百万円

【諸謝金の支給】

職員の職務能力向上，外
国人被収容者処遇に必要
な通訳業務のための謝金

Ｃ．職員

1百万円

矯正施設の処遇体制の充実を図るため
の調査旅費

【旅費の支給】

法務省

5,994百万円

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入等及び予算の地方配分

法務省

5,994百万円

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入等及び予算の地方配分

Ｂ．日立キャピタル株式会社ほか

1,262百万円

矯正施設の警備体制の強化，刑務官等
の制服の縫製に必要な生地等の購入

【一般競争契約・随意契約】

Ａ．矯正施設（189庁）

4,731百万円

【本省からの予算配分】

矯正施設の警備体制の強化，矯正
処遇の実施に必要な備品等の購入

Ｆ．職員

226百万円

【旅費の支給】

保安警備体制の強化，職
員の職務能力向上のため
の旅費

Ｄ．富士通株式会社

ほか 4,491百万円

【一般競争契約・随意契約】

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入

Ｄ．富士通株式会社

ほか 4,491百万円

【一般競争契約・随意契約】

矯正施設の警備体制の強化，矯
正処遇の実施に必要な備品等の
購入

Ｅ．講師，通訳人等

14百万円

【諸謝金の支給】

職員の職務能力向上，外
国人被収容者処遇に必要
な通訳業務のための謝金

Ｃ．職員

1百万円

矯正施設の処遇体制の充実を図るため
の調査旅費

【旅費の支給】

Ｃ．職員

1百万円

矯正施設の処遇体制の充実を図るため
の調査旅費

【旅費の支給】

Ｃ．職員

1百万円

矯正施設の処遇体制の充実を図るため
の調査旅費

【旅費の支給】



計 1,327 計 0

物品購入 総合警備システムの整備等 1,327

D.富士通株式会社 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C.個人 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 337 計 0

物品購入 デジタル無線装置の賃借料 337

B.日立キャピタル株式会社 F.個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4,731 計 0

金　額
(百万円）

- 各会計機関への予算配布 4,731

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

A. E.個人



支出先上位１０者リスト
Ｂ.

Ｃ.

Ｄ.

Ｅ.

イズミ産業株式会社
（一般競争入札） 刑務官等制服用生地等の購入

-

落札率

-

17 2 99.6

9 日本官帽制帽株式会社
（一般競争入札） 刑務官等制服用生地等の購入

10

19 4 99.9

8 甲株式会社
（一般競争入札） 刑務官等制服用生地等の購入 36 4 99.9

7 日本電気株式会社
（国庫債務負担行為） 矯正総合情報ネットワークシステムのバックアップセンター運用管理業務 46

6 95.1

6 アクセンチュア株式会社 サーバ集約化及びシステム統合に向けた調査分析業務等 62

- -

公募 -

随意契約 -

5 宏陽株式会社
（一般競争入札）

4 株式会社ＮＴＴデータ 法務省情報ネットワークシステム通信回線使用料等 168

刑務官等制服用生地等の購入 69

3 ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社
（当初入札） 矯正総合情報ネットワークシステム機器の賃借料 174

- -

2 信和株式会社
（一般競争入札） 刑務官等制服用生地等の購入 274

随意契約 -

4 99.5

入札者数 落札率

1 日立キャピタル株式会社
（国庫債務負担行為）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

デジタル無線装置の賃借料 337

矯正施設の処遇体制の充実を図るための調査等

-

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

-

入札者数

2 個人Ｂ

支　出　先

5

3

1 個人Ａ

4

6

7

矯正施設の処遇体制の充実を図るための調査等 1

10

9

8

0.3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 96.6

1 富士通株式会社
（一般競争入札） 総合警備システムの更新等 1,327

入札者数 落札率

1 84.1

3 88.8

2 三菱電機システムサービス株式会社
（一般競争入札）

3 日本空調サービス株式会社
（一般競争入札) 庁舎維持管理業務 300

総合警備システムの更新等 889

4 ＮＥＣネクサスソリューションズ株式会社
（一般競争入札） 通行鍵管理システムの整備 208

6 92.6

5 株式会社三和コンピュータ
（一般競争入札） 総合警備システムの更新等 88

2 98.5

2 88.2

1 88.6

6 株式会社日立国際サービス
（一般競争入札）

7 株式会社イトーキ
（一般競争入札） 領置物品搬送システム機器の更新 45

総合警備システムの更新等 87

8 不二興産株式会社
（一般競争入札） 清掃業務委託 37

5 99.5

9 沖電気工業株式会社
（一般競争入札） 構内多機能無線システムの更新 36

6 96.6

3 98.0

入札者数 落札率

10 エビヌマ株式会社
（一般競争入札）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

事務用機器の購入等 27

1 個人Ａ 外国人被収容者処遇に必要な翻訳業務に係る謝金 0.2

- -

2 個人Ｂ 職員の職務能力向上のための講師謝金 0.2

- -

- -

- -

3 個人Ｃ

4 個人Ｄ 職員の職務能力向上のための講師謝金 0.1

職員の職務能力向上のための講師謝金 0.1

5 個人Ｅ 職員の職務能力向上のための講師謝金 0.1

- -

6 個人Ｆ 職員の職務能力向上のための講師謝金 0.1

- -

- -

- -

7 個人Ｇ

8 個人Ｈ 職員の職務能力向上のための講師謝金 0.1

職員の職務能力向上のための講師謝金 0.1

9 個人Ｉ 職員の職務能力向上のための講師謝金 0.1

10 個人Ｊ 職員の職務能力向上のための講師謝金 0.1

- -

- -



Ｆ.

入札者数 落札率

- -

支　出　先

1 個人Ａ 人事計画に基づく赴任旅費 1

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2 個人Ｂ 人事計画に基づく赴任旅費 0.4

- -

3 個人Ｃ 人事計画に基づく赴任旅費 0.4

- -

- -

- -

4 個人Ｄ

5 個人Ｅ 人事計画に基づく赴任旅費 0.4

人事計画に基づく赴任旅費 0.4

6 個人Ｆ 人事計画に基づく赴任旅費 0.4

- -

7 個人Ｇ 人事計画に基づく赴任旅費 0.4

- -

- -

- -

8 個人Ｈ

9 個人Ｉ 人事計画に基づく赴任旅費 0.3

人事計画に基づく赴任旅費 0.4

- -10 個人Ｊ 人事計画に基づく赴任旅費 0.3



庁費 1

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （法務省）

計 104

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

民間資金等活用事業調査費 52

職員旅費 4

委員等手当 2

1

褒賞品費 1

諸謝金

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

委員手当 34

―

７７施設 (７７施設) (７７施設) (７７施設)

７７施設 ７７施設

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　60,027（円／回） 算出根拠
　平成２４年度実績額28，753千円／平成２４年度刑事施設視察委員会
開催回数４７９回（委員は４名ないし１０名で構成）

　矯正の企画調整機能として，刑事施設の視察委員会
の実施，医師確保対策として医学生への支援，ＰＦＩ事業
の安定的運営対策を実施している。

活動実績

（当初見込
み）

施設

７７施設

103.3%

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（25年度）

　刑事施設の運営の透明性を確保し，国民に理解され，
支えられる刑事施設を維持するために刑事施設視察委
員会を適正に開催する。

成果実績 回 6.0 6.3 6.2 6.0

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 100.0% 105.0%

執行率（％） 80.2% 75.0% 80.4%

執行額 73 96 119

91 128 148 104

繰越し等 0 0 0 0

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 91 128 152 104

補正予算 0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度

計

24年度 25年度

0 △ 4

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　矯正施設に対する本省の企画調整機能として，①各刑事施設の視察委員会の円滑な運営を図る，②矯正施設の医師を目指す医学生に
対する支援を行う，③ＰＦＩ事業の安定的な運用を図ることを目的としている。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　①刑務所，少年刑務所，拘置所の各刑事施設には，刑事施設の運営の透明性を確保し，国民に理解され，支えられる刑事施設を維持す
ることを目的として，地域住民や外部有識者等を構成員とする，刑事施設視察委員会が設置されている。
　②矯正施設の医師を確保することを目的として，「矯正医官修学資金貸与法」に基づき，大学卒業後に矯正施設の医療に従事する意思の
ある医学生に対する学費の補助を行っている。
　③刑事施設で実施しているＰＦI事業について，事業運営を行うことによって生じる事業者とのリスク分担などに関する諸問題を解決し，運営
の適正化を図っている。

矯正処遇の適正な実施
Ⅱ-5-(1)矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律等

関係する計画、
通知等

矯正の企画調整の実施 担当部局庁 法務省矯正局

事業開始・
終了(予定）年度

- 担当課室 総務課

事業名

実施方法

事業番号 0023

作成責任者

総務課長　名執雅子

■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名

貸与生貸与金 9



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

事業所管部局による点検

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

-

○単位当たりコストの水準は妥当か。

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

0047 0043平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

備考

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

平成24年平成23年

○

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

所管府省・部局名

　刑事施設視察委員会は，各刑事施設の収容規模等によって１０名以内の委員で構成され，刑事施設の運営の透明性を確保等するため，刑事施設の
視察，委員会の開催，被収容者との面接等がなされており，委員会からの意見を受け，改善が必要な場合は各刑事施設の長が適切な措置を講じてお
り，平成２４年度は，５５４件の意見に基づき，３４７件（速報値）の改善措置を講じるとともに，その他の意見についても対応を検討している。
　矯正施設の医師不足は深刻である中，平成２２年度に新たに修学生となった者が１名，平成２４年は該当者がなかったことから，引き続き，矯正医官の
確保に向けて検討する余地がある。
　ＰＦＩ事業は，今後も安定した事業運営をする必要があることから，高度で専門的な知識を有する企業等から金融・企業経営等の専門的知識の支援を受
けているものである。

類似事業名

0046

○

○

評価に関する説明

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　刑事施設の適正な運営のために開催される刑事施設
視察委員会を年６回計画し，達成している。

　刑事施設の適正な運営に資するための刑事施設視察
委員会の開催に必要な経費等の支出である。

事
業
の
効
率
性

事業番号
重
複
排
除

○

○ 　矯正施設の適正な運用等に資するための事業である。

-

○



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

法務省（矯正局）

119百万円

刑事視察委員会の運営，矯正施設における医
師の確保，ＰＦＩ事業推進，のための各種調
査，国際会議開催の実施等

Ａ．矯正施設（77庁）

33百万円

【本省からの予算配分】

刑事施設視察委員会の運営

日韓武道大会の開催

Ｇ．個人

30百万円

【委員手当の支給】

刑事施設視察委員会
の委員への手当・旅
費

Ｂ．個人

1百万円

【修学医官貸与金】

矯正施設の医師を確
保するための「矯正
医官修学資金貸与
法」に基づく，医科
大学生への学費の貸
与

Ｄ．個人

0百万円

【旅費の支給】

日韓武道大会

内国旅行

Ｅ．株式会社
ディグニティ

ほか

1百万円

【一般競争入札】

Ｆ．プライスウォー
ターハウスクーパス

株式会社
83百万円

【随意契約】

民間資金等活用事業運
営に関する調査費用等

矯正の企画調整に必
要な翻訳経費等

Ｃ．個人

1百万円

【謝金の支給】

少年矯正の処遇等に
関する専門家会議の
開催

Ｈ．株式会社
日本旅行ほか

3百万円

【一般競争入札・随意契約】

日韓武道大会の開催

法務省（矯正局）

119百万円

刑事視察委員会の運営，矯正施設における医
師の確保，ＰＦＩ事業推進，のための各種調
査，国際会議開催の実施等

Ａ．矯正施設（77庁）

33百万円

【本省からの予算配分】

刑事施設視察委員会の運営

日韓武道大会の開催

Ｇ．個人

30百万円

【委員手当の支給】

刑事施設視察委員会
の委員への手当・旅
費

Ｂ．個人

1百万円

【修学医官貸与金】

矯正施設の医師を確
保するための「矯正
医官修学資金貸与
法」に基づく，医科
大学生への学費の貸
与

Ｄ．個人

0百万円

【旅費の支給】

日韓武道大会

内国旅行

Ｅ．株式会社
ディグニティ

ほか

1百万円

【一般競争入札】

Ｆ．プライスウォー
ターハウスクーパス

株式会社
83百万円

【随意契約】

民間資金等活用事業運
営に関する調査費用等

矯正の企画調整に必
要な翻訳経費等
矯正の企画調整に必
要な翻訳経費等

Ｃ．個人

1百万円

【謝金の支給】

少年矯正の処遇等に
関する専門家会議の
開催

Ｈ．株式会社
日本旅行ほか

3百万円

【一般競争入札・随意契約】

日韓武道大会の開催



計 0 計 3

外部委託 日韓矯正職員親善武道大会運営業務委託 3

D.個人 H.株式会社日本旅行

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C.個人 G.個人

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 83

外部委託
民間資金等活用事業運営に関する調査費
用等

83

B.個人 F.プライスウォーターハウスクーパス株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 33 計 0

金　額
(百万円）

- 各会計機関への予算配布 33

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

A. E.株式会社ディグニティ



支出先上位１０者リスト
Ｂ.

Ｃ.

Ｄ.

Ｅ.

-

-

落札率

-

-

-

-

-

-

9

10

8

7

6

5

4

3

- -

2

入札者数 落札率

1 個人

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

医科大生への学費貸与 1

少年矯正の処遇等に関する専門家会議出席謝金

-

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

-

入札者数

2 個人Ｂ

支　出　先

5 個人Ｅ

3

1 個人Ａ

4 個人Ｄ 刑事施設の入札事業拡大措置等検討委員会出席謝金 0.1

6 個人Ｆ 少年矯正の処遇等に関する専門家会議出席謝金

個人Ｃ 刑事施設の入札事業拡大措置等検討委員会出席謝金

刑事施設の入札事業拡大措置等検討委員会出席謝金

7 個人Ｇ 刑事施設の入札事業拡大措置等検討委員会出席謝金

刑事施設の入札事業拡大措置等検討委員会出席謝金 0.1

-

10 個人Ｊ 少年矯正の処遇等に関する専門家会議出席謝金 0.1 -

9 個人Ｉ 刑事施設の入札事業拡大措置等検討委員会出席謝金 0.1

-8 個人Ｈ 刑事施設の入札事業拡大措置等検討委員会出席謝金 0.1

-

-

0.1

0.1

0.1 - -

- -

-

0.1

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

0.1

入札者数 落札率

1 個人Ａ 日韓矯正職員親善武道大会内国旅行 0.1 - -

支　出　先

2 個人Ｂ 日韓矯正職員親善武道大会内国旅行 0.1

- -

3 個人Ｃ 日韓矯正職員親善武道大会内国旅行 0.1

- -

- -

- -

4 個人Ｄ

5 個人Ｅ 日韓矯正職員親善武道大会内国旅行 0.1

日韓矯正職員親善武道大会内国旅行 0.1

6 個人Ｆ 日韓矯正職員親善武道大会内国旅行 0.1

- -

7 個人Ｇ 日韓矯正職員親善武道大会内国旅行 0.1

- -

- -

- -

8 個人Ｈ

9 個人Ｉ 日韓矯正職員親善武道大会内国旅行 0.1

日韓矯正職員親善武道大会内国旅行 0.1

10 個人Ｊ 日韓矯正職員親善武道大会内国旅行 0.1

- -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

- -

入札者数 落札率

- -

1
株式会社ディグニティ
（少額随契）

2 みずほ総合研究所株式会社
（少額随契） 矯正局意見調査業務 0.3

法務省矯正局翻訳業務 0.5

3 財団法人　矯正協会　刑務作業協力事業部
（少額随契） 日韓矯正職員親善武道大会表彰経費 0.3

- -

4 三賞株式会社
（少額随契） 日韓矯正職員親善武道大会表彰経費 0.1

- -

- -

- -

5 株式会社　船倉
（少額随契）

6 株式会社土木田商店
（少額随契） 日韓矯正職員親善武道大会表彰経費 0.1

日韓矯正職員親善武道大会表彰経費 0.1

7

8

9

10



Ｆ.

Ｇ.

Ｈ.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 プライスウォーターハウスクーパス株式会社
（一般競争入札） 民間資金等活用事業運営に関する調査 83

入札者数 落札率

1 100.0

2

3

4

5

6

7

8

9

入札者数 落札率

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 個人Ａ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1

- -

2 個人Ｂ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1

- -

- -

- -

3 個人Ｃ

4 個人Ｄ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1

刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1

5 個人Ｅ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1

- -

6 個人Ｆ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1

- -

- -

- -

7 個人Ｇ

8 個人Ｈ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1

刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1

9 個人Ｉ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1

入札者数 落札率

10 個人Ｊ 刑事施設視察委員会への手当等の支給 0.1

- -

- -

2 99.9

支　出　先

1
株式会社日本旅行
（一般競争入札） 日韓矯正職員親善武道大会運営業務委託 3

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2
財団法人矯正協会刑務作業協力事業部
（少額随契） 日韓矯正職員親善武道大会記念品の購入 0.3

3
三賞株式会社
（少額随契） 日韓矯正職員親善武道大会記念品の購入 0.1

- -

- -

4

5

6

7

8

9

10



実施方法

事業番号 0024

作成責任者

総務課長　名執雅子

■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分
一般会計

東日本大震災復興特別会計
政策・施策名

矯正施設の防災対策 担当部局庁 法務省矯正局

事業開始・
終了(予定）年度

平成２３年度 担当課室 総務課

事業名

矯正処遇の適正な実施
Ⅱ-5-(1)矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備
Ⅱ-5-(2)矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律等

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　矯正施設は，刑事司法の最後の砦であり，被収容者の身柄を確保し，国の治安及び平穏な国民生活を維持するという使命を負っていると
ころ，整備した警備機器や防災設備等を適切に保管・管理することにより，今後，東日本大震災のような災害が発生した場合に，矯正施設が
その機能を維持・継続することができる体制を構築する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　東日本大震災時に使用して欠品となった備蓄非常食や簡易トイレ等の補充，今後の災害等に対応するために整備した貯水タンク，非常用
発電装置の蓄電池，通行鍵管理システム等，災害時に矯正施設の機能を維持・継続するために不可欠な設備・備品や，防災対策として，被
収容者の救援活動に必要な物品や物資搬送用車両，放射線防護用具等を適切に保管・管理し，被災時の応急の用務や復旧までの体制を
とる。
  本事業は復興特会事業としては平成２４年度限りで廃止した事業であるが，平成２５年度以降は一般会計で実施している事業である（平成
２４年度復興特会事業名　矯正施設の防災対策　事業番号　００４７）。

24年度 25年度

2,210 0
△878

22年度 23年度

計

補正予算 -
予算額・
執行額

（単位:百万円）
※上段は一般会計，
下段は復興特会分

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 -
0 0

1,719
1

繰越し等 -
△148 148

0
0

執行額 -
1,666 0

840

-
2,062 0

989
1

執行率（％） -
80.8％ －

84.9%

22年度 23年度

％ - -達成度

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（25年度）

　将来，災害が発生した場合にも矯正業務を継続し，被
収容者の身柄の確保を維持できるよう，防災備品等を矯
正施設で適切に保管・管理する。

成果実績 施設 - １８１施設 １８１施設 -

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

　将来，災害が発生した場合にも矯正業務を継続し，被
収容者の身柄の確保を維持できるよう，継続的に防災訓
練を実施する。

活動実績

（当初見込
み）

施設

-

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠
　矯正施設が被災した際の備えるべき備品等の整備であるものの，被災
時には様々な手段・方法をもってこれに当たるものであるから，当該備品
等のみをもってコスト分析することは困難である。

―

- (１８１施設) (１８１施設) (１８１施設)

１８１施設 １８１施設

庁費 0.016

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

0.046

収容諸費 1

自動車重量税

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （法務省）

計 1.062

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳



事
業
の
効
率
性

事業番号

○

○

評価に関する説明

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　東日本大震災により欠品となったもの等の補充整備
や，来るべき災害への防災対策・防災訓練に活用されて
いる。

0047

　東日本大震災により欠品となったもの等の補充整備
や，来るべき災害への防災対策・防災訓練を適切に保
管・管理している。

重
複
排
除

○

○ 　矯正施設が被災した際に，矯正業務を継続し，治安を
維持する必要がある。

-

-

○

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

所管府省・部局名

　平成２３年度補正予算第３号の成立に伴い，被災地域の矯正施設を中心に，非常用発電装置の蓄電池，通行鍵管理システム，物資搬送用車両等を整
備することにより，大災害発生時においても矯正施設がその機能を維持・継続することができる体制を構築した。
　平成２４年度においては，被災地域以外の矯正施設についても大災害発生時にその機能を維持・継続することができるよう，防災用備品・機器等の整
備を図った。
　今後は，将来，来るべき災害時に即応することが可能な状態で維持するよう適切に保管・管理するとともに，防災訓練を通じてその対処能力を高める。

類似事業名

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

平成24年平成23年

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

備考

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

平成22年 - 復興-0007

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

　「予算額・執行額」，「成果目標及び成果実績」，「活動指標及び活動実績」，「資金の流れ」，「費目・使途」，「支出先上位１０者リスト」欄については，平成２４
年度限りで廃止された復興特会事業の執行実績に基づくものである。

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

-

-単位当たりコストの水準は妥当か。

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

事業所管部局による点検



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

法務省

840百万円

震災等発生時における，矯正施設の
機能維持・継続に必要な警備機器・
防災設備等体制の構築

Ｃ．株式会社

ヴィクトリアほか

103百万円

矯正施設の防災対策等に必
要な警備機器・防災設備等
の契約

Ａ．矯正施設（181庁）

737百万円

矯正施設の防災対策等に必
要な警備機器・防災設備等
に必要な予算の地方配分

【本省からの予算配分】

【一般競争入札・随意契約】

Ｂ．扶桑電通株式会社ほか

737百万円

【一般競争入札】

矯正施設の防災対策等に必
要な警備機器・防災設備等
の契約

法務省

840百万円

震災等発生時における，矯正施設の
機能維持・継続に必要な警備機器・
防災設備等体制の構築

法務省

840百万円

震災等発生時における，矯正施設の
機能維持・継続に必要な警備機器・
防災設備等体制の構築

Ｃ．株式会社

ヴィクトリアほか

103百万円

矯正施設の防災対策等に必
要な警備機器・防災設備等
の契約

Ａ．矯正施設（181庁）

737百万円

矯正施設の防災対策等に必
要な警備機器・防災設備等
に必要な予算の地方配分

【本省からの予算配分】

【一般競争入札・随意契約】

Ｂ．扶桑電通株式会社ほか

737百万円

【一般競争入札】

矯正施設の防災対策等に必
要な警備機器・防災設備等
の契約



A. E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

- 各会計機関への予算配布 737

0計 737 計

B.扶桑電通株式会社 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品購入 警備機器・防災設備等の購入 99

0計 99 計

C.株式会社ヴィクトリア G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品購入 警備機器・防災設備等の購入 74

0計 74 計

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0計 0 計



支出先上位１０者リスト
Ｂ.

C.

29

8

10

9

7

警備用備品の購入 74

6

4

5

3

1 株式会社ヴィクトリア
（一般競争入札）

2 株式会社武田商店
（一般競争入札）

支　出　先

警備用備品の購入

2

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2

入札者数

入札者数 落札率

1 扶桑電通株式会社
（一般競争入札）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

警備用備品等の購入 99

3 93.1

2 66.1

2 97.4

2 株式会社クマヒラ
（一般競争入札） 警備用備品等の購入 56

3 ミドリ安全株式会社
（一般競争入札） 防災用備品等の購入 44

6 98.0

5 辰野株式会社
（一般競争入札）

4 日本乾溜工業株式会社
（一般競争入札） 防災用備品等の購入 38

防災用備品等の購入 31

3 98.2

2 98.0

7 95.6

6 いすゞ自動車株式会社
（一般競争入札） 物資搬送用車両の購入 29

7 美保産業株式会社
（一般競争入札） 防災用備品等の購入 21

13 9 78.6

8 桜ホース株式会社
（一般競争入札） 防災用備品等の購入 15 7 87.1

9 榎本商業株式会社
（一般競争入札） 防災用備品等の購入

10 11 4 75.0

99.9

落札率

98.1

三菱電機システムサービス株式会社
（一般競争入札） 警備用備品等の購入



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （法務省）

計

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

-

- (１８１施設) (１８１施設) （　　-　　）

１８１施設 １８１施設

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠
　矯正施設が被災した際の備えるべき備品等の整備であるものの，被災
時には様々な手段・方法をもってこれに当たるものであるから，当該備品
等のみをもってコスト分析することは困難である。

　防災備品等の矯正施設への整備に努めた。

活動実績

（当初見込
み）

施設

-

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（25年度）

　将来，災害が発生した場合にも矯正業務を継続し，被
収容者の身柄の確保を維持できるよう，防災備品等を矯
正施設に整備する。

成果実績 施設 - １８１施設 １８１施設 -

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

執行率（％） - 80.8% 84.9%

執行額 - 1,666 840

- 2,062 989 -

繰越し等 - △ 148 148 -

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 - 0 1,719 -

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度

計

24年度 25年度

2,210 △ 878 -

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　矯正施設は，刑事司法の最後の砦であり，被収容者の身柄を確保し，国の治安及び平穏な国民生活を維持するという使命を負っていると
ころ，警備機器や防災設備等を整備することにより，今後，東日本大震災のような災害が発生した場合に，矯正施設がその機能を維持・継
続することができる体制を構築する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　東日本大震災時に使用して欠品となっている備蓄非常食や簡易トイレ等を補充整備するとともに，貯水タンク，非常用発電装置の蓄電池，
通行鍵管理システム等，災害時に矯正施設の機能を維持・継続するために不可欠な設備・備品を整備する。併せて，防災対策として，被収
容者の救援活動に必要な物品や物資搬送用車両，放射線防護用具等を整備する。
　本事業は復興特会事業としては平成２４年度限りで廃止した事業であるが，平成２５年度以降は一般会計で実施している事業である（一般
会計事業名　矯正施設の防災対策　事業番号　００２４）。

矯正処遇の適正な実施
Ⅱ-5-(1)矯正施設の適正な保安警備及び処遇体制の整備
Ⅱ-5-(2)矯正施設における収容環境の維持及び適正な処遇の実施

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律等

関係する計画、
通知等

矯正施設の防災対策【復興】 担当部局庁 法務省矯正局

事業開始・
終了(予定）年度

平成２３年度 担当課室 総務課

事業名

実施方法

事業番号 0025

作成責任者

総務課長　名執雅子

■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分
一般会計

東日本大震災復興特別会計
政策・施策名



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

事業所管部局による点検

評　価項　　目

点
検
結
果

国
費
投
入
の

必
要
性

-

-単位当たりコストの水準は妥当か。

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

行政事業レビュー推進チームの所見

関連する過去のレビューシートの事業番号

- 復興-0007平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

備考

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

平成24年平成23年

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

所管府省・部局名

　平成２３年度補正予算第３号の成立に伴い，被災地域の矯正施設を中心に，非常用発電装置の蓄電池，通行鍵管理システム，物資搬送用車両等を整
備することにより，大災害発生時においても矯正施設がその機能を維持・継続することができる体制を構築した。
　平成２４年度においては，被災地域以外の矯正施設についても大災害発生時にその機能を維持・継続することができるよう，防災用備品・機器等の整
備を図った。
　なお，本事業は，復興推進会議において国会の議論等を踏まえ，所要の見直しを行うこととされたことから，平成２５年度以降は，一般会計予算で実施
することとした。

類似事業名

　災害時に矯正施設の機能を維持するために必要な機
器等を整備している。

重
複
排
除

○

○ 　矯正施設が被災した際に，矯正業務を継続し，治安を
維持する必要がある。

-

-

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

0047

○

○

評価に関する説明

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

　東日本大震災により欠品となったもの等の補充整備
や，来るべき災害への防災対策・防災訓練に活用されて
いる。

事
業
の
効
率
性

事業番号



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

法務省

840百万円

震災等発生時における，矯正施設の
機能維持・継続に必要な警備機器・
防災設備等体制の構築

Ｃ．株式会社

ヴィクトリアほか

103百万円

矯正施設の防災対策等に必
要な警備機器・防災設備等
の契約

Ａ．矯正施設（181庁）

737百万円

矯正施設の防災対策等に必
要な警備機器・防災設備等
に必要な予算の地方配分

【本省からの予算配分】

【一般競争入札・随意契約】

Ｂ．扶桑電通株式会社ほか

737百万円

【一般競争入札】

矯正施設の防災対策等に必
要な警備機器・防災設備等
の契約

法務省

840百万円

震災等発生時における，矯正施設の
機能維持・継続に必要な警備機器・
防災設備等体制の構築

法務省

840百万円

震災等発生時における，矯正施設の
機能維持・継続に必要な警備機器・
防災設備等体制の構築

Ｃ．株式会社

ヴィクトリアほか

103百万円

矯正施設の防災対策等に必
要な警備機器・防災設備等
の契約

Ａ．矯正施設（181庁）

737百万円

矯正施設の防災対策等に必
要な警備機器・防災設備等
に必要な予算の地方配分

【本省からの予算配分】

【一般競争入札・随意契約】

Ｂ．扶桑電通株式会社ほか

737百万円

【一般競争入札】

矯正施設の防災対策等に必
要な警備機器・防災設備等
の契約



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 74 計 0

物品購入 警備機器・防災設備等の購入 74

C.株式会社ヴィクトリア G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 99 計 0

物品購入 警備機器・防災設備等の購入 99

B.扶桑電通株式会社 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 737 計 0

金　額
(百万円）

- 各会計機関への予算配布 737

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

A. E.



支出先上位１０者リスト
Ｂ.

C.

三菱電機システムサービス株式会社
（一般競争入札） 警備用備品等の購入

99.9

落札率

98.1

11 4 75.0

9 榎本商業株式会社
（一般競争入札） 防災用備品等の購入

10

13 9 78.6

8 桜ホース株式会社
（一般競争入札） 防災用備品等の購入 15 7 87.1

7 美保産業株式会社
（一般競争入札） 防災用備品等の購入 21

7 95.6

6 いすゞ自動車株式会社
（一般競争入札） 物資搬送用車両の購入 29

3 98.2

2 98.0

6 98.0

5 辰野株式会社
（一般競争入札）

4 日本乾溜工業株式会社
（一般競争入札） 防災用備品等の購入 38

防災用備品等の購入 31

3 ミドリ安全株式会社
（一般競争入札） 防災用備品等の購入 44

2 97.4

2 株式会社クマヒラ
（一般競争入札） 警備用備品等の購入 56

3 93.1

2 66.1

入札者数 落札率

1 扶桑電通株式会社
（一般競争入札）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

警備用備品等の購入 99

警備用備品の購入

2

業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

2

入札者数

2 株式会社武田商店
（一般競争入札）

支　出　先

5

3

1 株式会社ヴィクトリア
（一般競争入札）

4

6

7

警備用備品の購入 74

10

9

8

29
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